
────────────────────────────────────────────── 
キーワード	
 嫌気性 DHS、UASB、傾斜土槽、有機物除去、エネルギー回収 
連絡先	
 〒761-8058	
 香川県高松市勅使町 355	
 香川高等専門学校	
 建設環境工学科 
TEL: 087-869-3928, FAX: 087-869-3929, E-mail: tagawa@t.kagawa-nct.ac.jp 

嫌気性DHS+UASB法と傾斜土槽法を組み合わせた新規排水処理システムの性能評価	
 

	
 

香川高等専門学校 正会員	
 ○多川	
 正, 長岡技術科学大学 学生会員 出濱和弥 

(株)四電技術コンサルタント 生地正人, 末次	
 綾, 井上雄二 

 

1.はじめに	
 

	
 嫌気性処理は、高濃度有機性排水の処理を得意とし、

浄化の際に有用ｴﾈﾙｷﾞｰであるﾒﾀﾝを回収できるため、資源

循環・低炭素社会を実現する排水処理ｼｽﾃﾑとして注目さ

れている。代表的な嫌気性排水処理技術である UASB 

(Upflow Anaerobic Sludge Blanket) 法 (以下UASBと称す) 

は、酸生成、ﾒﾀﾝ生成に関与する複雑な嫌気性微生物叢に

よって構成される顆粒状のｸﾞﾗﾆｭｰﾙ汚泥をﾘｱｸﾀｰ内に高濃

度に保持することにより、生物分解性の高い食品系の産

業廃水に対して高速処理が可能な優れた技術として広く

用いられている。しかしながら、排水中に高濃度に含ま

れる浮遊物質（SS）や脂質、ﾅﾄﾘｳﾑ（Na）、化学物質など

は、UASBのｸﾞﾗﾆｭｰﾙ汚泥の生長・保持に対して短期的・

長期的に影響を及ぼすため、現在のところ UASB単独で

処理可能な排水種は限定される。そこで我々の研究ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟでは、UASB の前に新規の嫌気性 DHS (Downflow 

Hanging Sponge) を設置して有機物の荒取りをした後、後

段の傾斜土槽装置 1)によって河川放流ﾚﾍﾞﾙの水質を目指

した新規の排水処理ｼｽﾃﾑを考案した。 

	
 本報告では、醤油製造廃液を供給基質として、高濃度

排水を供給した場合の処理ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ、汚泥性状および両

浄化技術の組み合わせによる悪影響がないかの実証試験

を行った結果を報告する。 

2.実験方法	
 

2.1	
 基質性状 

	
 連続処理実験には、これまで焼却処分として島外に搬

出されていた、香川県小豆島の醤油製造廃液を使用基質

として用いた。醤油製造廃液（主に、醤油もろみ粕）は

表面に油が浮いている TS で 36%のｽﾗﾘｰ状の廃棄物であ

り、n-ﾍｷｻﾝ抽出物質は 48,929 mg/Lと非常に高濃度の油分

を含んでいた。この醤油製造廃液 5 gを溶解して蒸留水 1 

L にて調整したものを分析に供した結果、CODcr 

5,060mg/L, BOD5 2,655mg/L, SS 1,869 mg/Lといずれも高

濃度であった。ｽﾗﾘｰ状の醤油製造廃液を無加水にて処理

するには困難であるため、既設の活性汚泥処理水(他工程

の総合廃水を処理)を醤油製造廃液の濃度調整の希釈水

として用いるﾌﾟﾛｾｽを想定し、本連続実証実験においては

醤油製造廃液を水道水にて希釈（最大負荷時：50kg廃液

を 2m3に希釈, 工場における 1日の廃棄物排出量に相当）

を行い、20%-NaOH にて pH を中性域に中和後、原水と

して供給した。 

2.2	
 嫌気性 DHS+UASB ﾌﾟﾛｾｽ	
 

	
 前段の嫌気性排水処理（嫌気性DHS+UASB）では、嫌

気性DHSにおいて、浮遊物質の可溶化、脂質等難分解成

分の低分子化およびVFA化といった、酸生成の部分を高

速で行う。また、後段の UASBでは易分解性となった嫌

気性DHS処理水を連続してUASBに供給することで、高

速に有機物の除去と有用ﾒﾀﾝｴﾈﾙｷﾞｰの回収を行う。実験に

用いた実験装置の概要を図 1に示した。 

 

 

 

 

 

 

	
 	
 図1	
 嫌気性DHS+UASB+傾斜土槽排水処理ﾌﾟﾛｾｽ 

 

	
 主な実験装置は、原水槽、ﾌｨｰﾄﾞﾀﾝｸ、嫌気性DHS、UASB

から構成される。原水は原水槽にて一時的に貯留され、

処理量（最大処理量 2m3/日）だけﾎﾟﾝﾌﾟによりﾌｨｰﾄﾞﾀﾝｸ

に移送される。ﾌｨｰﾄﾞﾀﾝｸからは移送された原水と嫌気性

DHS処理水の混合原水（温度は 30℃程度に調節）が嫌気

性 DHS(全容量 2m3, 1.42mφ×1.315mWD×2.26mH, ｽﾎﾟﾝｼﾞ

担体 0.96m3充填)上部より常に循環・散水されて酸生成が

行われる。酸生成された原水は後段の中温(35℃)UASB(容

量 1.2m3, 0.85mφ×2.2mWD×2.7mH) に供給され、残存有機

物の更なる分解と発生したﾒﾀﾝｶﾞｽの回収を行った。 
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2.3	
 傾斜土槽ﾌﾟﾛｾｽ	
 

	
 傾斜土槽ﾌﾟﾛｾｽは、底面に傾斜をつけた薄層構造体(発

泡ｽﾁﾛｰﾙ：0.5mW×1mL×0.1mWD, 容量 50L/1層, 底面に遮

水板を設置)各々に固形の浄化担体(軽石)を充填し、薄層

構造体を高さ方向に 9段設置した（図 2）。この 9 段設置

を 1 ﾕﾆｯﾄとし、ﾊﾟﾗﾚﾙ処理として 6系列まとめたものを第

1傾斜土槽とした。更なる処理の向上を目的として、同一

の規模(9段配置×6系列)の設備を第2傾斜土槽として設置

し、最終処理水を得た。UASB からの処理水は最上段の

薄層構造体に流入させることで、薄層構造体内に設けた

傾斜により、充填担体中を通過することで担体に付着・

保持された微生物等により浄化され、最下段から処理水

が流出する。傾斜土槽はｴｱﾚｰｼｮﾝが不要であるため、省ｴﾈ

ﾙｷﾞｰ型の好気性浄化技術である。 

 

	
 	
 	
 	
 図2軽石を充填した薄層構造体および傾斜土槽	
 

	
 

3.実験結果および考察	
 

	
 原水処理量 2m3/日において、嫌気性 DHSでは 11.5時

間、UASBでは 14.4時間、ﾄｰﾀﾙｼｽﾃﾑとして 25.9時間の滞

留時間まで到達した。傾斜土槽においては、原水流入か

ら処理水が得られるまでの時間(通過時間)はわずか 50分

程度であった。有機物許容負荷CODcr容積負荷は、嫌気

性DHSにおいて 14~17kgCODcr/m3・d、UASBにおいて

11 kgCODcr/m3・dであり、これまでUASBでは処理がで

きない醤油濃厚廃液においても高いCODcr容積負荷を許

容することが可能であった。COD除去率としては、嫌気

性DHSにて 20％程度が除去（ﾒﾀﾝ回収）されると同時に

VFA化が進行し、UASB処理水としては 94％と高いCOD

分解能力を維持しながら処理を許容することが可能であ

った。UASBからは排水からﾒﾀﾝｴﾈﾙｷﾞｰ回収が良好に行わ

れ、ﾒﾀﾝ濃度 70%、回収量として 0.25m3/kgCOD のﾒﾀﾝが

回収可能であった。 

	
 BOD では、原水 2,450mg/L に対して、嫌気性 DHS 処

理水で 1,530mg/L、UASB処理水 150mg/L、第 1傾斜土槽

処理水 50mg/Lおよび第 2傾斜土槽処理水 30mg/Lと、河

川放流が可能なﾚﾍﾞﾙの高い除去性能が得られた。SSに関

しては、原水で平均約 990mg/L（最大 4,130mg/L）してい

たものが、嫌気性DHS処理水では約 600mg/L程度まで低

減し、UASBでは 257mg/L程度まで減少した。この要因

として、ｽﾎﾟﾝｼﾞ担体への捕捉と嫌気性微生物による可溶

化が進行したものであると推察された。また実験期間中、

SSの蓄積による閉塞（嫌気性DHS）およびUASB ｸﾞﾗﾆｭ

ｰﾙのｳｵｯｼｭｱｳﾄは観察されなかった。また、傾斜土槽では

第 2 傾斜土槽での最終処理水として、T-N 除去率 39%

（UASB処理水で 250mg/L程度含有）、T-P除去率 16%（同 

150mg/L 程度）と、一部ではあるが硝化脱窒およびﾘﾝの

同時浄化も確認された。窒素の形態も冬期の低温時期を

除くと活発な硝化が進んでいた。 

 

	
 表1連続実証試験結果（総括）  

 
4.	
 結論	
 

	
 以上の結果より、これまでは処理が困難で産業廃棄物

処分されていた油分や SS 成分を多く含有する醤油製造

廃液からもﾒﾀﾝｴﾈﾙｷﾞｰの回収や排水の河川放流が可能なﾚ

ﾍﾞﾙまで処理が可能となり、本研究で開発した新規の排水

処理ｼｽﾃﾑの有効性が確認できた。嫌気性 DHS ﾌﾟﾛｾｽにお

いてはこれまで嫌気性微生物の流出により処理を断念し

ていた排水種に対して、適応性が飛躍的に拡大する可能

性を秘めている。傾斜土槽ﾌﾟﾛｾｽは充填する軽石も安価で

容易に入手でき、かつ運転管理が容易であるため、日本

以外にも海外の途上国などの排水処理にも適していると

考えられる。 
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